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１ はじめに
かつてドイツの教育に関心があり、研究していたことがある。その一つであるが、旧西ドイツで「両
親免許状」（der Elternfuehrerschein）１）というテレビ番組があり、その紹介をしたことがあった。そ
れは１９７６年４月から６月にかけて、西部ドイツ放送、ヘッセン放送、南ドイツ放送の三チャンネルで
放映され、一回の放映時間は三十分で、十二回の連続番組であった。もうこの放映はその後再放映さ
れることはなかったが、放映と並行してテキスト『両親免許状』―幼児教育講座―がゴールドマン出
版社より出版（ペーパーバックの新書版、約２４０ページ）販売された。このテキストには、連続放映
十二回のテーマとなった十二の論文が収録されている。この企画は西部ドイツ放送のイニシアティブ、
連邦青少年家庭保健省の後援によるものであった。
つまりこの企画は両親を再教育するものであった。しかもこの企画には付録がついていた。テレビ
番組とテキストによる学習で、幼児教育講座をマスターした人には、青少年家庭保健大臣の署名入り
の賞状が贈られることになっていた。これが企画のタイトルにもなった「両親免許状」である。
ここで「幼児教育講座をマスターした人」と書いたが、何によって合格と判定したかというと、試
験があったのである。テキストの巻末に試験問題が各章から三問ずつ合計三十六問が載っており、回
答を青少年家庭保健省宛に送ることになっていた。マルティプル・チョイス形式で、三十六問中三十
二問が正解なら合格とされた。
企画「両親免許状」が前述した範囲で終わらないところが、またドイツ的というべきであろう。試
験問題の後ろに個人が申告する欄があり、回答者の年齢、性別、最終学歴、家族状況、子どもの有無、
子どもの数、子どもの年齢、住居地の様子を記入するようになっていた。ボン・ゴーデスベルクの応
用社会学研究所は、これに基づいて詳細な統計をとり、学術報告書を刊行した。これはミュンヘンの
ドイツ青少年研究所が委託したもので、青少年家庭保健省も協力したのである。そして１９７８年政府刊
行物『両親免許状』として出版された。この報告書によると、約９，７００人が回答を送り、その９６％が
両親免許状を手にした。
この影響とはいえないであろうが、今や親学講座なるものが我が国でも氾濫している。ドイツでこ
のような動きはないが、現在のドイツの幼児教育施設の法律はいかなるものであるか、また施設の内
容、子育て支援等について考察したい。
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国・地域 年 次 合計特殊出生率
日 本 ２００７年 １．３４
アメリカ ２００６年 ２．１０
フランス ２００７年 １．９８
スウエーデン ２００６年 １．８５
イギリス ２００６年 １．８４
イタリア ２００６年 １．３５
ドイツ ２００７年 １．４５
出典：『少子化社会白書』平成２０年版 内閣府
『厚生労働白書』平成２０年版 厚生労働省
日 本 ドイツ
２００３年 １．２９ １．３４
２００４年 １．２９ １．３６
２００５年 １．２６ １．３４
２００６年 １．３２ １．３２
出典：『厚生労働白書』平成１６年版 厚生労働省
『厚生労働白書』平成１７年版 厚生労働省
注１６
２ 少子化
日本は最近、出生数と合計特殊出生率が低下し、少子化傾向が続いている。では、諸外国の少子化
の状況はどうであろうか。表には示さなかったが、主要国の合計特殊出生率の推移を見ると、１９６０年
代までは、すべての国が２．０以上であった。しかし１９７０年から１９８０年頃にかけて、全体的に低下傾向
となった。その背景として「子どもの養育コストの増大、結婚・出産に対する価値観の変化、避妊等
出生抑制技術の普及等」２）が指摘されている。図表１に示したように、日本、アメリカ、フランス、
スウェーデン、イギリス、イタリア、ドイツの中では日本が一番少子化が進んでいる。図表２の日独
を比較すると２００６年は日独同じであるが、２００７年ドイツは日本を大きく引き離して上昇した。ドイツ
はスウェーデンを見習い、経済的支援に乗り出し、ここまで出生率を上昇させたという見方がある。
ここで、連邦や州による幼児教育の施設の法律を理解し、その実態やドイツの家庭への経済的支援等
を明らかにしたい。
図表１ 合計特殊出生率（最新年次）
図表２ 日独の合計特殊出生率
３ 幼児教育についての法律
Ⅰ 連邦法
１９９０年６月２６日公布
連邦では幼児の教育施設についてどのように定めているかをみることにする。
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（１）昼間施設と子ども昼間保育における子どもの促進
１）促進の原則
① 昼間施設は子どもが昼間のある時間あるいは一日中留まり、グループで促進される施設である。
子ども昼間保育はその予算で、あるいは被保護権者の予算で適切な昼間の保育者によって行わ
れる。昼間施設と子ども昼間保育の定義は州法が規定する。それは子ども昼間保育が他の適切
な空間において行われることを規定することでもある。
② 子どものための昼間施設と子ども昼間保育は以下のことをすべきである。
ａ 子どもを各自責任ある、社会的能力のある人間にするように促進する
ｂ 家庭における教育と陶冶を支援し、補充する
ｃ そのさい、職業活動と子どもの教育を相互により一致させることができるように両親を援助
する
③ 促進の課題は子どもの教育、陶冶、世話を包括する。そして子どもの社会的、情緒的、身体的・
精神的発達と関わるものである。その課題は方向づけられた価値や規則の伝達を含む。促進は
年齢、発達状態、言語やその他の能力、生活状況及び個々の子どもの関心や欲求に位置づけら
れ、人種的な血統を考慮すべきである。
２）昼間施設における促進
① 公共の青少年福祉事業の担当者は適切な方策を通してその施設における促進の質を確保した
り、さらに発展させるべきである。促進の使命を達成するための基礎として教育学的構想の発
展や投入並びに施設における仕事の評価への手段と方策の投入もそれに属するのである。
② 公共の青少年福祉事業の担当者は施設における専門家が協力することを保証すべきである。協
力する相手というのは、
ａ 子どもの幸せのため、また教育のプロセスの継続を確保するための保護者や昼間保育者
ｂ 子どもや家庭に関係のある他の制度や、公共団体におけるイニシアティブ、特に家庭教育や
家庭教育の相談のようなもの
ｃ 子どもを学校にうまく移行させることを保証するため、また学童保育や年齢の混合したグ
ループで学童と一緒に勉強するのを支援するための学校
保護者は教育、陶冶、世話の本質的な業務における決定に参加すべきである。
③ 提供は子どもや家庭の欲求に教育学的及び組織的に位置づけられるべきである。休暇時に施設
が閉鎖している場合は、保護者によって世話されない子どものために公共の青少年福祉事業の
担当者は他の方法で世話をしてくれるところを確保しなければならない。
④ 障害のある子どもと障害のない子どもは、援助の必要が許す限りグループで一緒に促進される
べきである。この目的のために公共の青少年福祉事業の担当者は、生活保護の担当者と提供の
計画や構想作成や融資にさいして協力すべきである。
⑤ 公共の青少年福祉事業の担当者は項目①～④にしたがって、促進の課題の実現を他の担当者の
施設における適切な方策を通して確保すべきである。３）
以上、連邦法の一部分ではあるが、昼間施設について基本的なことを若干紹介した。ここで関心を
持ったのは子どもの促進と親の支援、そして障害を持った子どもと健常児との統合教育である。
では、ここで旧西ドイツの州と旧東ドイツの州から各２州を選択し、州の幼児教育施設の規定を紹
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介する。前者はノルトライン・ヴェストファーレン州とブレーメン州、後者はチューリンゲン州とザ
クセン州である。
Ⅱ ノルトライン・ヴェストファーレン州
（１）子どものための昼間施設についての法律
１９９１年１０月２９日 改正１９９８年１２月１６日
１）概念規定
子どものための昼間施設は幼稚園、学童保育そして一日のある部分あるいは一日中子どもが留ま
る施設である。
① 幼稚園は満３歳から就学義務が開始するまで受け入れる昼間施設である。
② 学童保育は満１４歳までの就学義務の子どものための昼間施設である。小学校における学童保育
は小学校の子どものために学童の家として営まれる。学童保育は学童の家の形式においても学
校法の意味においても学校ではない。
③ 他の施設は年齢の混合したグループである。そこでは、４カ月から３歳までの子どもが幼稚園
の年齢の子どもと一緒に昼間施設で世話をされる。託児所とハイハイしている子どもの部屋は
４カ月から３歳までの年齢の子どもだけが世話される施設である。それは決まって年齢の混合
したグループの構成に役立っている。年齢の混合したグループでは幼稚園の年齢の子どもも学
童保育の年齢の子どもも一緒に収容される。
２）幼稚園の使命
① 幼稚園は社会教育学的施設であり、世話をすることの任務と並んで教育制度の基礎的領域とし
て自主的な教育と陶冶の使命がある。子どもの人格の発展の促進と教育の権利を有する者の相
談や情報は本質的に有意義である。即ち、幼稚園は相談や情報を通して家庭における子どもの
教育を補足したり支援したりする。
幼稚園は家庭や他の保護者と絶えずコンタクトを持ちながら、教育と陶冶の使命を遂行しなけ
ればいけない。特に、
② ａ すべての子どもの生活状況を考慮すること
ｂ 子どもを助けて最大の自主性と独自の活動を得させ、学習の喜びを活発にし、強化するこ
と
ｃ 子どもに情緒的な諸力を身につけることを可能にすること
ｄ 個人的な傾向や才能を考慮しながら子どもの創造的な諸力を促進すること
ｅ 子どもに身体についての基礎的な知識を伝え、身体的発達を促進すること
ｆ 子どもの精神的能力や関心の発展を支援し、色々な経験をさせることによって外界の基礎
的知識を伝達すること
③ その場合、幼稚園は子どもに異なった社会的行動様式や状況や問題を意識的に経験させ、グルー
プ内の独自の社会的役割を経験する可能性をすべての子どもに与える使命を持っている。それ
によって共同性、無暴力、同権、特に種族が相互に学ばれるべきである。障害を持った子ども
の統合が特別に促進されるべきである。障害を持った子どもと障害を持たない子どもは積極的
な成果の可能性と使命を共同生活の内部で認識し、年齢に合った民主的な行動様式を訓練する
ことができる。異文化や異なった世界観に対しても理解を深めたり、寛容が促進されるべきで
ある。４）
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Ⅲ ブレーメン州
２０００年１２月１９日
自由ハンザ同盟都市ブレーメンの法律公報
２０００年１２月２８日公布
（１）子どものための昼間施設と昼間保育の概念
昼間施設と昼間保育は一日のある部分あるいは一日中子どもの規則的な世話、陶冶、教育を提供
する。世話をされる時間は週に最低１０時間である。
（２）昼間施設と昼間保育の使命
１）昼間施設や昼間保育は年齢に合った世話や促進の提供を通して、その時々の生活状況を配慮しな
がら、子どもの情緒的、認知的、運動上の、精神的、言語的、社会的能力や器用さの最良な発達
に努めるべきである。それはまた子どもの体験や経験の空間及び外界の知識を拡大すべきである。
この方法で、それは個人的、社会的権限を高めることになるであろう。
２）昼間施設と昼間保育はその都度与えられた状況において、すべての人間の同権、共同作業、共同
生活に影響を与えるべきである。それはその時々の子どもの発達状態に一致して当該の業務に子
どもを参加させるべきである。
３）昼間施設と昼間保育は自主的な提供を通して、家庭における子どもの世話と促進を補充する。そ
れは子どもの保護者との規則的な意見の交換においてその使命に気づき、求めに応じて助言する。
４）発達が本質的に損われた子どもや障害を持った子どものために、昼間施設においては他の子ども
との共同の世話と促進という統合の形式による必然的な援助が提供されるべきである。
５）すべての昼間施設のために１～４までの項を顧慮して構想が展開される。
（３）昼間施設の種類と形式
３歳以下の子どもの昼間施設
１）３歳以下の子どもの昼間施設はとくに託児所で、１８カ月から小学校に入るまでの比較的年齢の拡
大された幼稚園のグループと満１歳から幼稚園に入るまでの小さな子どものグループである。そ
れは個人的あるいは家庭的理由で広範な信頼できる社会教育学的提供を必要とする子どもの世話
や促進に役立っている。
２）３歳以下の子どもの昼間施設として、この法律の枠内で、遊びのサークルも提供される。それは
年齢に一致した発達の支援に規則的な社会教育学的提供を必要とするが、広範な世話を必要とし
ない子どもの促進に役立っている。
満３歳から小学校に入るまでの子どもの昼間施設
１）満３歳から小学校に入るまでの子どもの昼間施設としての幼稚園は次の特徴によって現わされ
る。
① 幼稚園はこの年齢のグループのすべての子どもの世話と促進に役立っている。幼稚園に行くこ
との法律上の請求権は社会法の８書２４によって認められているのである。幼稚園に行くことの
法律上の請求権は３歳以下の子どもと学童との年齢の拡大されたグループにおいて、権利を主
張する保護者の子どものためにも実現されるのである。
② 幼稚園は特別な程度において、収容されている子どもを組織的に、継続的に促進するように義
務づけられている。幼稚園は社会教育学的仕事ならびに内部の構造を、幼稚園教育学の一般に
承認された質の特性に位置づけ、提供の質を連続して吟味し、構想に応じて記録に取っておか
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なければならない。
③ 幼稚園は大抵いくつかのグループに分けられた昼間施設である。
２）満３歳から小学校に入学するまでの子どもの昼間施設として、この法律の枠内で、遊びのサーク
ルも提供される。それは子どもの社会教育学的促進と世話に役立っている。子どもの両親はその
ような昼間施設の提供の形式や世話の時間を好むのである。５）
Ⅳ チューリンゲン州
子どもの昼間施設についてのチューリンゲン法
子ども・青年援助法のための州施行法として
１９９１年６月２５日 改正 ２０００年１２月２１日
（１）概念規定と一般性
１）概念
① この法律の意味における子どものための昼間施設は、特に託児所、幼稚園、学童保育である。
② 託児所は３歳までの年齢の子どもの施設である。
③ 幼稚園はたいてい２歳６カ月の年齢から就学するまでの子どもの施設である。
④ 学童保育は就学義務の子どもの施設である。学校の組織的部分である学童保育はこの法律に含
まれない。
⑤ 託児所、幼稚園、学童保育のグループは社会的施設である。年齢の混合したグループが可能で
ある。
２）一般的使命
① 子どものための昼間施設には自主的な教育や陶冶や世話の使命がある。それは家庭における子
どもの教育を補足したり支援したりし、子どもの全体的発展を一般的なあるねらいをもった教
育的な援助や陶冶の提供を通して促進するべきである。教育や陶冶や世話の任務は特に以下の
ものを含む。
ａ 人間の尊重と尊厳、自然を護ることへの教育
ｂ 幻想や創造性を発展させる目標を持った子どもの年齢に即した促進
ｃ 人格の自由な発展に対する子どもの精神的、心的、身体的発達の刺激
ｄ 自分自身のための、そして社会における社会的学習
ｅ 種族、国籍、出身から独立した共同の関係への教育
② 昼間施設は保護者との絶え間ない緊密な接触において子どもの幸せのための任務に気づく
③ 担当者は子どもに温かい食事を規則的に供給することを保証する。そのさい両親によって指示
された必用な物も可能であり、健康上の忠告の原則に一致しなければならない。６）
Ⅴ ザクセン州
昼間施設における子どもの促進のためのザクセン法
２００１年１１月２７日
ザクセンの州議会は２００１年１０月２６日、次の法律を決議した。
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（１）概念 使命 原則
１）適用範囲 概念規定
① この法は子どもの託児所、幼稚園、学童保育（子ども昼間施設）に適用される。学童保育は、
子どもが４学年の終りまで世話をされ、促進され、教育され、形成される。
② 子どもの託児所は大抵、満３歳までの子どもの施設である。
③ 幼稚園は満３歳から小学校に入学するまでの子どものための施設である。３４カ月から子どもの
受け入れは可能である。
④ 学童保育は大抵４学年が終わるまでの就学義務のある子どものための施設である。学童保育は
小学校で組織され、営まれる。
⑤ 子ども昼間施設は②③の年齢構成によって区別される。子どもの託児所のグループ、幼稚園の
グループ、学童保育のグループは共同の施設である。ここに年齢の混合したグループが形成さ
れるだろう。
⑥ 昼間保育は昼間の保育者あるいは被保護権者の予算で、昼間の保育者によって行われる子ども
の世話と促進である。［社会法―児童青年法―（SGBV１１１）８－２３による］
この法律はこの法律の３節３によって子ども昼間施設における世話の代わりに提供される限
り、昼間保育にも適用される。
２）使命と目的
① 子ども昼間施設は家庭における子どもの教育を付き添い、支援し、補充する。それは家庭の枠
を超えて多種多様な体験や経験の可能性を提供する。子ども昼間施設はそのことによって子ど
もの人格の促進に位置づけられた全体構想の枠で自主的な、年齢や発達に固有な世話や陶冶や
教育の使命を果たすのである。
② 全体的な世話や陶冶や教育の課題は役立っている。とりわけ、
ａ 自立や責任の覚悟や共同の能力、他人、文化、生き方並びに障害を持った人に対する寛容と
受容のような社会的資格の取得と促進
ｂ 精神的、身体的能力と熟達の形成に、学習の過程の形成も含めて、特に知識や能力の取得の
ために。社会的役割の決定に妨げとなる少年少女の年齢や性に特殊な欲求は適切に考慮され
る。施設における仕事は教育学、発達心理学、発達生理学、並びに家庭研究、教育研究の実
際の認識の状態に位置づけられるべきである。
③ 子ども昼間施設における教育の提供の規則的な具体化は、学校への移行を斟酌しなければなら
ない。特に、言語の資格の促進やはっきり表すこと、大まかな運動法や繊細な運動法、知覚や
感覚訓練に注意深さが注がれることによって。この準備において、市場範囲に然るべき学校が
算入されるべきである。
④ 子ども昼間施設で、障害を持った子どもと障害によって脅かされた子どもの統合が促進される
べきである。独特な促進の必要はこれに一致するものである。
⑤ ソルビー集落地域における子ども昼間施設は、ソルビー語や文化が伝えられ、養護され、ソル
ビーの伝統が守られることに寄与するべきである。
⑥ 子ども昼間施設における要求への二者択一としての昼間保育は家庭における子どもの教育を支
援し、補充する。子ども昼間施設のために挙げられた使命と目的は同じように有効であり、特
殊な教育の状況を考慮すると昼間保育にも有効である。７）
以上、州規定をみたが、どこの州でも、施設と家庭とが密接にコンタクトを取っていること、また
異文化への理解や寛容の精神がこめられていること、年齢の混合したクラスにおける教育の意義、さ
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３歳未満 ３歳～６歳半 ６歳半～１０歳未満
ドイツ全体 ２００４（２００５） ８．５（８．６） ８９．８（９２．０） １４．３
旧西ドイツ（ベルリン以外） ２．７ ８８．１ ７．３
旧東ドイツ（ベルリン以外） ３７．０ １０５．１ ６８．５
バーデンビュルテンブルク ２．３ １０３．７ ５．５
バイエルン ２．１ ８７．５ ８．２
ベルリン ３５．８ ８０．６ ３８．４
ブランデンブルグ ４４．８ ９６．８ ８３．４
ブレーメン １０．０ ８２．０ ２１．０
ハンブルグ １３．１ ６４．８ ２８．６
ヘッセン ３．７ ９２．９ １１．４
メクレンブルグフォルポーメルン ３７．６ ９５．４ ７３．４
ニーダーザクセン ２．３ ８３．０ ５．１
ノルドラインヴェストファーレン ２．０ ７８．１ ６．０
らに障害児と健常児の統合教育、小学校への移行への配慮がなされている。また、チューリンゲンの
幼稚園等の使命はフレーベル出身の州ゆえであろうか、フレーベルを想起させる内容である。
４ 実際の保育施設
１９９０年にドイツは統合されたのであるが、１８年経った現在も旧西ドイツと旧東ドイツでは、子育て
事情が異なるのである。率直に言って、旧東ドイツの方は、働く母親のために子育て支援が充実して
おり、旧西ドイツの方はそうではない。旧西ドイツでは、子どもを育てるのは母親であるという観念
が未だにあるのである。８）
（１）託児所・幼稚園・学童保育・混合保育
保育所（Krippe）は、０～３歳児が対象である。幼稚園（Kindergarten）は、３～６歳児が対象
である。ちなみに学童保育（Hort）は、就学後の子ども（６～１５歳未満）が対象で、放課後に通う
ものである。混合保育所（Gemische Gruppe）は、０～６歳児の年齢混合グループを設けていたり、
０～１歳未満児、１～３歳児というように年齢によって分けている保育所もある。幼稚園、各種の保
育所、学童保育所の３形態が１カ所に設けられているものが最近増えてきている。これは、昼間保育
（Kindertagesstaette）と呼ばれ、通称 KITA といわれるものである。子どもの家とか、乳幼児・児
童保育センターと紹介されることもある。実際には、幼稚園が KITA を名乗っていたり、三種の機
能をもつ施設が KITA と幼稚園との２つの看板を出していたりするという。即ち、子どもを保育す
るにも様々な形態が併存しているのである。
（２）州による保育施設数の相違
また、「教育主権は連邦にではなく、各州に属するという文化高権（Kulturhoheit）のもとに、独
自性を発揮している。したがって、州によって施設数も就園児数も異なる」９）のである。
以下の表によっても、州によって保育場所の割合が異なることが分かる。
図表３ 州ごとの１００人の子どもに対して利用可能な保育場所の割合（％）
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ラインラントプファルツ ２．７ １０５．７ ５．４
ザールラント ４．８ １０１．２ ７．４
ザクセン ２９．１ １０５．０ ９１．０
ザクセン・アンハルト ５６．６ １００．８ ７１．４
シュレースヴィヒホルシュタイン ２．６ ８２．１ ６．３
チューリンゲン ２２．４ １２６．３ ５．１
出典：連邦統計局２００４／２００５年『家族のための総合政策』１５６ページ
この表によると、ドイツ全体では３歳未満児の保育施設が極度に少ないこと、また、６歳半から１０
歳未満の学童保育施設も少ない。旧西ドイツと旧東ドイツを比べると、３歳未満児では旧西ドイツは
３％にも満たない。旧東ドイツでは多いとはいえないが、約４０％である。そして、３歳から６歳半の
施設は旧西ドイツは９０％近いし、旧東ドイツでは１００％を超える。学童保育では、旧西ドイツでは１０％
以下であり、旧東ドイツでは約７０％である。
この表にはないが、旧東ドイツの幼稚園の約７０％は全日制であるのに対して、旧西ドイツの約８４％
は半日制である。１０）
このような状況をみても、旧東ドイツでは子どもがいても働きやすいし、旧西ドイツでは子どもが
いては働きにくいことが理解できる。
旧西ドイツ地域の幼稚園の殆んどは、私的設置者（教会、ドイツ新教社会奉仕団、カトリック社会
福祉事業団、同権福祉協会、労働福祉協会、ドイツ赤十字等）によって経営されている。公的機関に
よるものは三分の一に過ぎない。そこでは、両親が費用を負担し、青少年局が施設の監督をするよう
に、限られた枠内で、国家が監督するのである。１１）
（３）具体的な施設の例
１）ママとパパと子どものためのセンター
市の支援を受けて運営される幼児と両親のための市民協会である。母親が社会的に孤立しないため、
８０年代に国際的な運動が高まり、ドイツでも各地に「母親センター」が生まれた。これらの母親セン
ターはネットワークを作り、理念を共有している。例えばカールスルーエ市では、９０年に設立され、
事務所、集会所、託児所等を独自に運営している。集会所は月曜日から金曜日まで数時間、協会員だ
けでなく、子どもを連れた親にも解放され、サロン的な場になっている。
目下の問題は運営資金である。市は家賃の７０％を補助するが、人件費、雑費、その他の費用は協会
費、バザーの収入等で稼がなければならない。他の問題は、活動の継続性である。即ち、子どもが幼
稚園に行き始めると、利用者の殆んどは来なくなってしまう。協会役員の入れ替わりが激しいと、安
定した運営を継続することができなくなる。そのためには、役員がある程度長く務められるような方
策を考えるべきではないか。
２）保護者参加型 KITA 保育園
１歳からの縦割り保育
午前７時半に始まるが、保護者は９時半までに子どもを連れて来ることになっている。早く来た子
どもは、保育園が用意する簡単な朝食を食べるか、思い思いに遊んで過ごす。それからは、ままごと、
お絵かき、絵本の読み聞かせ等、それぞれの子どもが自分の好きなことをして遊ぶ。その後、給食、
昼寝、お遊び、お菓子の時間等が続き、午後４時半から５時までの間に保護者が迎えに来る。
ドイツでは年齢の混合した「縦割りクラス」が普通で、ここでは１歳～６歳の園児３８名を３つに分
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月額（ユーロ） 支給期間 受給資格
育児手当 上限３００（＊） 満２歳まで（州によっては３歳まで） 年収制限あり
子ども手当て １人当たり１５４（第４子から１７９）
満１８歳まで（場合によっ
て２７歳まで） 年収制限なし
＊「上限４５０ユーロで１２ケ月支給」「扶養控除」等選択にバリエーションがある。
出典： 松田雅央著『ドイツ 人が主役のまちづくり』学事出版社 ７３ページ
けている。縦割りクラスで過ごすことにより、核家族では味わえない社会性を培っているのである。
３）教会が運営する保育園「聖アンジェラ保育園」
キリスト教系の保育園で、１９２５年創設された。昔は貧困家庭のためにシスターが保育を担当してい
た。運営主体は今も教会であるが、１９７４年から保育は別の人が行っている。保育内容も他の保育園と
殆んど変わらない。「キリスト教の布教」が理念ではあるが、入園者に宗教を強制することはない。
この園では家族感覚を大切にしており、１歳から６歳までの縦割り保育、各クラスの区画は専用の入
口、キッチン、教室、昼寝の部屋、トイレ、浴室があり、一戸の住宅のようである。園児は７０名、教
職員は園長、先生１２名、研修生４名、調理担当職員１名である。
５ 社会福祉的なこと
（１）母性保護
母性保護期間とは、出産前の６週間と出産後の８週間である。この期間は、働いている女性には有
給休暇が認められている。例え、シングルマザーであっても外国人女性であっても、ドイツで働いて
いれば、有給休暇が適用されるのである。この期間中は医療保険が妊産婦手当てを支払うが、これが
手取り賃金より少額の場合は、勤務先の会社に差額の支払いを請求できる。これらの手当てには所得
税がかからないし、社会保険料も免除される。
出産前６週間に関しては、女性が望む場合は働いてもよいが、出産後８週間に関しては働いてはな
らないことになっている。また、妊娠期間中と出産後４ケ月間は、使用者は原則として解雇できない。
なおこの母性保護期間に引き続いて、最長３年の育児休暇を取ることもできるが、この期間は無給で
ある。
妊娠中は１日８時間３０分または２週間の期間に合計９０時間以上仕事をさせてはいけないことになっ
ている。また、妊娠３ケ月を過ぎた場合、車を運転する仕事をさせてはいけないし、５ケ月を過ぎた
ら立ち仕事は１日４時間以上させてはいけないことになっている。
（２）育児手当
育児手当は、１９８６年から支給されている。その対象は、ドイツ国内に在住し、休職して育児に専念
する母親か父親である。そして外国人にも受給権がある。この手当ての受給中、仕事をしてもよいが、
週３０時間を越えない範囲内である。目下、最高で月額３００ユーロ（約４２，０００円）、子どもが２歳になる
まで支給される。子どもが満１歳になるまで受給すると、月額４５０ユーロー（約６３，０００円）まで受け
取ることができる。１２）
図表４ 育児手当と子ども手当
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（３）育児休暇
育児休暇は、上記の母性保護期間の終了後に、父親か母親のどちらかが取得できる休暇制度として
１９８６年から実施された。目的は育児に専念するためである。その後改正され、一定期間なら両親が同
時に取得できるようになった。但し、両方とも仕事を持っていることが条件であるが、どちらかが失
業中であっても取得できる。休暇中は解雇保護機関となり、職場を失うことはない。休暇中は無給で
あるが、育児手当も子ども手当ても支給されるので、生活費を少し補うことが出来る。この休暇制度
を利用しているのは、殆んど女性である。父親の２０％以上がこの制度を希望しているが、実際の育児
休暇取得率は低く、約２％である。
６ ドイツ育児事情の評価
（１）在独日本人の意見
ドイツ育児事情について人々はどのように考えているであろうか。在独日本人の意見や感想を取り
上げたい。
１）よい点
① 出産に健康保険が利き、さほど費用がかからない。
② ドイツには半日だけ働かせてくれる会社が多いので、子どもが小さい間は半日しか働かず、大
きくなったら労働時間を延長する等、選択肢がある。
③ ドイツでは育児手当、子ども手当て、育児休業制度が充実している。
④ ドイツでは日本に比べて父親の在宅時間が長いので、父親は育児や家事をやる。
⑤ 子どもが通っている幼稚園は縦割りクラスで、上の子どもが下の子どもの面倒を見る。
⑥ １クラスの人数が少ないこと、これに対して日本では３５人以下１３）である。
２）悪い点
① ２歳児までの保育施設が日本に比べて少ない。幼稚園を探す時、大変である。１年前から探す
位にしなくてはいけない。途中から入園する場合、１０園回って空きがあるのは１園という割合
である。人気のある幼稚園は入園するのが難しい。田舎の幼稚園は子どもが少ないので入園で
きる。
② 保育料金が高い。ちなみに、ある園は７時半～２時まで子どもを預かってくれる。月謝１０６ユー
ロ、２人目からは半額で５３ユーロである。
③ ドイツの幼稚園には幼児教育のプログラムがない。子どもを預けるだけという感じである。先
生によって保育内容が全然異なる。
④ 連絡帳がないので、意思の疎通がはかりにくい。
⑤ 幼稚園で小学校での勉強を教えて欲しいという要望を出したが、断られた。
（２）『両親免許状』の問題
はじめに紹介したが、『両親免許状』のテキストの巻末の問題に以下のような質問がある。①～③
のうち正しいと思うものを一つ選択するのである。
幼稚園児
１）子どもが両親によって養育されることができない時、どうすべきか？
① 子どもの面倒を見る人の男女の割合が均等であることが保証されること
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② 子どもはできるだけ早くから清潔で、整理整頓し、従順であるように教育されること
③ 両親は空いている時間にできるだけ沢山子どもの相手をしてあげる
２）子どもが幼稚園へ行くようになった時、最初に学ばねばならないことは？
① 洋服に注意を払い、よその子どもと遊んで洋服を汚さないこと
② 勇敢で、従順で、教師の要求することをすべて行うこと
③ よその子どもと仲良くし、集団がどんなものかを知り、遊びの規則を習得すること
３）幼稚園に席がないことが分かった時、両親はどうすべきか？
① 席が空くまで待つ
② よその子どもの両親と一緒に幼稚園らしきものを造ることを試みる（親が交替で子どもの世話
をする）
③ 数年後には学校へ行くのだから、子どもを家に居させる１４）
この問題を読んで、１９７６年において（今から３３年前）、旧西ドイツでは既に幼稚園が不足している
状況であったことや幼稚園に対する親の要望や子どもへの接し方を啓蒙する政府の姿勢を知ることが
できる。
７ おわりに
以上、ドイツの育児事情について考察した。
２００７年からドイツに新しい育児休暇保険制度が導入され、ドイツの街角にドイツ家族省の広告が掲
げられたという。広告は床に坐って子どもとボール遊びをするお父さんの写真だそうだ。
歯止めがかからない少子化に、危機感を抱いたドイツは、スウェーデンを見習い、育児休暇中の給
付額を大幅に引き上げるばかりでなく、男性にも徐々に育児休暇を取らせようというものである。１５）
このような育児休暇保険制度もさることながら、子どもを安心して預けられる託児所や、幼稚園を
増設する必要があるであろう。旧西ドイツと旧東ドイツで３歳児未満の施設数の違いには驚愕した。
旧西ドイツは早急に３歳児未満の施設の増設を検討すべきであろう。それによって、出生率をさらに
上昇させる可能性はあると考える。
ドイツでかつて幼稚園を訪問したことがあった。また、在日の Deutsche Shule の幼稚園を見学し
たこともあった。見学時間は２時間位であったが、日本の幼稚園とさほど変わらないという印象を受
けた。日本の幼稚園でも保育園でも、親は小学校への準備教育を要望し、その要望を受け入れ、園で
読み書き等を教えている所が多い。年齢の混合した縦割り保育は、我が国でもそのようにクラスを編
成している園はあるし、常時ではなく週に何回とか、行事によって異年齢の子どもの触れ合いを大切
にしている。さらに連邦法でも州法でも障害児との統合教育を強調していることが、筆者の胸を打っ
た。日本でも実施している園は沢山あるが、ドイツの方がこの統合教育を重視しているように理解し
た。
筆者の反省として、社会福祉的なことが不十分であった。また、連邦法や州法の子どものための昼
間施設についての規定をもっと詳細に訳出し、州の相違点を明らかにすべきであった。他日を期した
い。
最後に、この小論を執筆するにあたって、ドイツ教育研究会の古くからの中枢的存在である国立国
会図書館調査及び立法孝査局総合調査室専門調査員 木戸 裕氏より貴重な資料を頂いた。心からお
礼申し上げたい。
福 田 博 子
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【注】
１）BMJFG : “Der Elternfuehrerschein” Stuttgart１９７８
２）『少子化社会白書』平成２０年版 内閣府
３）Ein Service des Bundesministerium der Justiz in Zusammenarbeit mit der juris Gmbh-www. juris. de
Sozialgesetzbuch（SGB）-Achtes Buch（Ⅷ）-Kinder-und Jugendhilfe-（Artikel １ des Gesetzes v. ２６.
Juni１９９０, BGB１. I S. １１６３）
４）Gesetz ueber Tageseinrichtungen fuer Kinder-GTK（Vom ２９. Oktober １９９１-GV. NW. S. ３８０-zuletzt
geaendert durch Gesetz vom１６. Dezember１９９８-GV. NW. S. ７０４）
５）Drittes Gesetz zur Ausfuehrung des Achten Buches Sozialgesetzbuch Vom１９. Dezember２０００Gesetzblatt
der Freien Hansestadt Bremen-２０００（Nr.６６, S. ４９１）
６）Thueringer Gesetz ueber Tageseinrichtungen fuer Kinder als Landesausfuehrungsgesetz zum Kinder-
und Jugendhilfegesetz
７）Saechsisches Gesetz zur Foerderung von Kindern in Tageseinrichtung
８）１９９０年１０月３日、東西ドイツの政治統合は実現した。その際、法制度上の統合については、原則として西ド
イツの法制度を東ドイツに適用することとなった。その際、子どもを持つ働く女性の就労状況は、東西ドイ
ツ間で大きく異なっていた。基本的には、東西ドイツでの「男女平等・同権」についての考え方の相違が、
働く女性に関する両国の法制度の相違につながっていたからである。西ドイツは伝統的な男女の性別役割分
業の考え方を保持し、一方、東ドイツは男女の家族法上の完全な同権と経済的・社会的同権との関連を重視
してきた。そのため、働く女性への法的条件整備の差異を生じてきた。ただし、育児支援への法整備は、東
西ドイツのいずれも母親の育児が前提とされていた。ドイツ学会 第４１号 フォーラム報告 ２００７年３月発
行 「ドイツの家族政策に見る育児支援の課題」５７ページ
９）古瀬 徹・塩野谷祐一編『ドイツ』先進諸国の社会保障４ 東京大学出版 ２００４年 ２７５ページ
１０）内閣府 経済社会総合研究所 財団法人 家計経済研究所編『フランス・ドイツの家族生活』―子育てと仕
事の両立―国立印刷局 ２００６年 １２７ページ
１１）マックス・プランク教育研究所研究者グループ著 天野正治・木戸裕・長島啓記監訳『ドイツの教育のすべ
て』東信堂 ２００６年 １７１ページ
１２）日本では、妊娠・出産には健康保険が使えないが、出産したら健康保険から出産育児一時金または配偶者出
産育児一時金がもらえる。その条件は父親か母親が健康保険に入っていること、１年以上働いていて、退職
後６カ月以内に出産、このどちらか１つの条件に該当することが必要である。金額は３５万円である。児童手
当金は０歳から小学校６年生までの児童を対象に国からもらえるのである。２００６年４月から所得制限限度額
と支給対象年齢が引き上げられた。この条件は０歳から小学校６年生（１２歳になってから最初の年度末［３
月３１日］までの子どもがいること、所得が一定の限度額に満たないことである。金額は１人、２人目までは
１人につき月額５，０００円。３人目からは１人につき月額１０，０００円である。
http : //www.man-abi.com/kids/mother/money/index.html
１３）幼稚園設置基準 第二章 編制（一学級の幼児数）第三条 一学級の幼児数は三十五人以下を原則とする。
平成２１年版『教育小六法』学陽書房 ２００９年
１４）“Der Elternfuehrerschein” S. ２３８
１５）http : //blog.goo.ne.jp/yoshi_swe/e/３３４８２３４９４d９４fd７bf８４f１６e４９dad８６３b
１６）http : / /micpohling.wordpress. com/２００８/０８/２２/total-fertility-rate-１９９５-２００５-germany-ireland-united-
kingdom/
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